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連結注記表

〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ８社

連結子会社の名称 デリカフーズ㈱、㈱メディカル青果物研究所

デザイナーフーズ㈱、エフエスロジスティックス㈱

デリカフーズ北海道㈱、デリカフーズ長崎㈱

楽彩㈱、㈱青果日和研究所

上記のうち、楽彩㈱は新規設立に伴い、持分法非適用の関連会社であった㈱青果日和研究所

は、株式を追加取得したことに伴い、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

２．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

総平均法による原価法

（貸借対照表価額については、収益性の低下による簿価切下げの方法）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ２年～43年

機械装置及び運搬具 ２年～11年

その他 ２年～15年

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当連結会計年度負担額を計上してお

ります。

(4) 収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであ

ります。

青果物事業

青果物事業においては、主にホール野菜の販売、カット野菜及びミールキットの製造及び

販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負って

おります。商品又は製品の販売については、商品又は製品の引渡時点において、顧客が当該

商品又は製品に対する支配を獲得することにより履行義務が充足されると判断し、引渡時点

で収益を認識しております。

物流事業

物流事業においては、主に青果物等の食品配送サービスを提供しており、顧客との契約に

基づいてサービスを提供する履行義務を負っております。当該サービスの提供については役

務の提供完了により履行義務が充足されると判断し、役務提供完了時点で収益を認識してお

ります。

研究開発・分析事業

研究開発・分析事業では、食に関する商品開発コンサルティングサービス及び受託分析サ

ービス等を提供しており、顧客との契約に基づいてサービスを提供する履行義務を負ってお

ります。当該サービス提供に関しては契約上の条件が履行された時点をもって履行義務が充

足されると判断し、履行義務が充足される役務提供完了時点で収益を認識しております。
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(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項

退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（１年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。

〔会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更〕

「収益認識に関する会計基準」及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識すること

としております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っておりますが、収益認識会計基準等の適用による、当連結会計年度の損益及び期首

利益剰余金に与える影響はありません。

「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商

品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取

扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとし

ております。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等

の注記を行うこととしました。
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〔会計上の見積りに関する注記〕

１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 23,928千円

繰延税金負債 135,233千円

なお、上記繰延税金資産及び繰延税金負債は納税主体ごとの相殺後の金額を表示しておりま

す。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、繰延税金資産について、税務上の繰越欠損金及び将来減算一時差異のうち、

将来の税負担を軽減する効果を有すると認められる範囲内で計上しております。

将来の税負担を軽減する効果を有すると認められるどうかの判断においては、将来の課税所得

の発生時期および金額を合理的に見積り、金額を算定しております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に用いられる将来課税所得の発生額の見積りは、経営者が作

成した事業計画を基礎としており、新型コロナウイルス感染症については2023年３月期上期から

徐々に改善し、年度末までには概ね収束して経済活動が正常化されるとの仮定を用いておりま

す。

なお、当該見積りは不確実性を伴うため、翌連結会計年度の連結計算書類において、経営環境

の著しい変化等があった場合には、繰延税金資産、繰延税金負債及び法人税等調整額の金額に重

要な影響を与える可能性があります。

２．固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 12,180,391千円

無形固定資産 101,065千円

減損損失 175,500千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループでは、減損の兆候がある資産又は資産グループについて、減損損失を認識するか

どうかの判定を資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿

価額を比較することによって行い、資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・

フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として計上しております。

将来キャッシュ・フローは、経営者が作成した事業計画及び過去の業績等に基づき算出してお

り、新型コロナウイルス感染症の影響については2023年３月期上期から徐々に改善し、年度末ま

でには概ね収束して経済活動が正常化されるとの仮定を用いております。

なお、当該見積りは不確実性を伴うため、経営環境の著しい変化等があった場合には、翌連結

会計年度の連結計算書類において減損損失を計上する可能性があります。
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〔連結貸借対照表に関する注記〕

１．担保資産

短期借入金450,000千円及び長期借入金（１年内返済予定の長期借入金168,008千円を含む）

659,650千円の担保に供しているものは次のとおりであります。

建物及び構築物 1,331,094千円

土地 2,587,611 〃

計 3,918,705千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 6,714,678千円

３．減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

４．国庫補助金等による圧縮記帳額（直接減額方式）

建物及び構築物 894,722千円

機械装置及び運搬具 444,932 〃

その他 3,175 〃

５．コミットメントライン契約及び当座貸越契約

連結子会社（デリカフーズ㈱）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と

コミットメントライン契約及び、取引銀行７行と当座貸越契約を締結しております。

コミットメントライン契約及び当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額

及び貸出コミットメントの総額 4,050,000千円

借入実行残高 2,200,000 〃

差引額 1,850,000千円

６．財務制限条項

当連結会計年度末の借入金のうち、1,605,627千円には、連結又は連結子会社の貸借対照表の純

資産の部や、損益計算書の経常損益等に係る財務制限条項が付されております。

なお、当連結会計年度末において、財務制限条項に抵触することとなりましたが、借入先の金融

機関と建設的な協議をしていることから、今後も取引銀行より継続的な支援が得られるものと考え

ております。
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〔連結損益計算書に関する注記〕

減損損失

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 場所 種類
減損損失

（千円）

事業用資産
デリカフーズ北海道㈱

(北海道札幌市白石区)

建物及び構築物 95,424

機械装置及び運搬具 15,159

リース資産 2,336

その他 6,386

小 計 119,306

遊休資産
デリカフーズ㈱

(埼玉県八潮市)

建設仮勘定 56,193

小 計 56,193

合 計 175,500

当社グループは、原則として、事業用資産については管理会計上の事業単位を基準としてグルーピ

ングを行っており、賃貸用不動産及び遊休資産については、個別資産ごとにグルーピングを行ってお

ります。

事業用資産については、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、また早期の黒字化が

見込めないため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しました。なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見

込めないことから、基本的に備忘価額としております。

遊休資産については、将来の使用見込みが立たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、回収可能価額は他への転用及

び売却の可能性がないことから、零としております。
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 14,872,000 － － 14,872,000

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 108,764 － － 108,764

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月23日
定時株主総会

普通株式 73,816 5.00 2021年３月31日 2021年６月24日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年６月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 73,816 5.00 2022年３月31日 2022年６月23日

〔金融商品に関する注記〕

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全資産に限定し、また、資金調達については運転資金の効

率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。加えて、主にカット野菜の製

造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達しておりま

す。デリバティブは後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主にその他有

価証券に区分される株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、未払金は、原則として１ヶ月以内の支払期日であります。借入金は、主に

設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であるため金

利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワッ

プ取引であります。
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(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理実施要領に従い、営業債権について、営業グループと管理グルー

プが連携して、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高

を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸

借対照表価額により表されております。

デリバティブ取引の利用については、取引相手先を格付けの高い金融機関に限定しているた

め信用リスクはほとんどないと認識しております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況

を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

借入金については、長期借入金の金利変動リスクを回避するため、原則として固定金利によ

る借入を実施しておりますが、一部の長期借入金については変動金利による借入を実施してい

るため、支払金利の変動リスクを抑制するため金利スワップ取引を利用しております。

デリバティブ取引については、デリバティブ取引管理要領に従い取引権限や限度額を設定し、

取引実行後は経理部門内においてデリバティブ取引の残高状況等を把握し管理しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき管理グループが適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場

価格のない株式等(連結貸借対照表計上額10,100千円)は、「その他有価証券」には含めておりませ

ん。

また、「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」及び「未払金」については、現金

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価格に近似するものであることから、記載を省略しており

ます。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券
その他有価証券

490,038 490,038 －

資産計 490,038 490,038 －

長期借入金(※1) 9,132,640 9,001,131 △131,508

負債計 9,132,640 9,001,131 △131,508

デリバティブ取引(※2) (5,221) (5,221) －

(※1)１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(※2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は、純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については( )で示しております。
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３. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式
490,038 － － 490,038

資産計 490,038 － － 490,038

デリバティブ取引

金利関連 － 5,221 － 5,221

負債計 － 5,221 － 5,221

（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 9,001,131 － 9,001,131

負債計 － 9,001,131 － 9,001,131

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引

店頭取引のデリバティブについては取引金融機関より提示された時価によっており、金利等のイン

プットを用いた将来キャッシュ・フローの割引現在価値により算定されており、レベル２の時価に分

類しております。

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

割引現在価値法により算定しており、 レベル２の時価に分類しております。
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〔賃貸等不動産に関する注記〕

重要性が乏しいため記載を省略しております。

〔収益認識に関する注記〕

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、青果物事業、物流事業及び研究開発・分析事業を営んでおり、各事業の売上高

は、青果物事業39,321,611千円、物流事業381,714千円及び研究開発・分析事業84,802千円であり

ます。

２．収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針に関する事項」の「(4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

〔１株当たり情報に関する注記〕

１株当たり純資産額 422円 46銭

１株当たり当期純損失 50円 57銭

〔重要な後発事象に関する注記〕

連結子会社間の吸収合併

当社は、2022年５月12日開催の取締役会において、当社連結子会社であるデリカフーズ㈱を存続

会社とし、当社連結子会社であるデリカフーズ北海道㈱を消滅会社とする吸収合併を実施すること

を承認決議しました。

企業結合の概要

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合企業の名称 デリカフーズ㈱

事業の内容 青果物の加工及び販売

被結合企業の名称 デリカフーズ北海道㈱

事業の内容 青果物の加工及び販売

② 企業結合を行った主な理由

当社グループは、工場新設や営業強化等に取り組んでいる中、今般、同じ青果物流通事業

を営むグループ中核会社であるデリカフーズ㈱とデリカフーズ北海道㈱を一体化することで、

事業の一層の効率化を図ると同時に、北海道エリアでの営業基盤拡大を目的としております。

③ 企業結合日

2022年９月１日（予定）

④ 法的形式を含む取引の概要

デリカフーズ㈱を存続会社とし、デリカフーズ北海道㈱を消滅会社とする吸収合併。
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個別注記表

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

１．有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式

移動平均法による原価法

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 12年～43年

車両運搬具 ３年

工具、器具及び備品 ２年～13年

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

② 無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金

退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し

ております。
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４. 収益及び費用の計上基準

当社は持株会社としてグループ会社の株式を所有し、グループ会社の経営戦略の策定、経営管

理及びそれに付帯するサービスを行っており、関係会社との契約に基づいてサービスを提供する

履行義務を負っております。

このため、当社の収益は子会社からの経営指導料及び受取配当金となります。

経営指導料については、経営指導サービスは一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断

し、サービスの提供期間に応じて均等按分し収益を認識しております。また、受取配当金につい

ては、配当金の効力発生日をもって収益を認識しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結貸借対照表における会計処

理の方法と異なっております。

〔会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更〕

「収益認識に関する会計基準」及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとし

ております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っておりますが、収益認識会計基準等の適用による、当事業年度の損益及び期首利益

剰余金に与える影響はありません。

「時価の算定に関する会計基準」及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱い

に従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしてお

ります。なお、計算書類に与える影響はありません。

― 12 ―

2022年05月27日 17時47分 $FOLDER; 13ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



〔会計上の見積りに関する注記〕

関係会社投融資の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 1,437,025千円

関係会社短期貸付金 99,999千円

関係会社長期貸付金 1,843,000千円

関係会社株式評価損 3,250千円

(2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

関係会社株式は、市場価格のない株式であり関係会社の財政状態の悪化により実質価額が帳簿価

額を著しく下回った場合に、実質価額が将来の利益計画等により回復可能性が裏付けられる場合を

除き、貸借対照表価額を相当額減額することとしており、当該減少額を関係会社株式評価損として

特別損失に計上しております。

また、関係会社貸付金については、財政状態及び経営成績の悪化等により債権の実質価額の減少

が認められた場合に、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を貸倒引当金として計上する

こととしております。

関係会社投融資の評価は、関係会社の事業計画に基づく将来売上予測及び営業利益予測等に基づ

いて検討を行っており、新型コロナウイルス感染症については2023年３月期上期から徐々に改善

し、年度末までには概ね収束して経済活動が正常化されるとの仮定を用いております。

なお、当該見積りは不確実性を伴うため、経営環境の著しい変化があった場合には、翌事業年度

において関係会社投融資に関連する損失の計上が必要となる可能性があります。

〔貸借対照表に関する注記〕

１．有形固定資産の減価償却累計額 28,700千円

２．保証債務

下記の会社の金融機関からの借入金及びリース債務に対して、次のとおり債務保証を行っており

ます。

デリカフーズ㈱ 6,433,409千円

デリカフーズ長崎㈱ 130,164千円

デリカフーズ北海道㈱ 60,000千円
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３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 1,383千円

短期金銭債務 5,324千円

〔損益計算書に関する注記〕

関係会社との取引高 営業取引による取引高

営業収益 597,480千円

販売費及び一般管理費 30,501千円

営業取引以外の取引による取引高 7,972千円

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 108,764 － － 108,764

〔税効果会計に関する注記〕

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

退職給付引当金 5,105千円

未払事業税 3,828 〃

その他 1,171 〃

繰延税金資産合計 10,105千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △829千円

繰延税金負債合計 △829千円

繰延税金資産純額 9,275千円
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〔関連当事者との取引に関する注記〕

子会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社 デリカフーズ㈱
(所有)

直接100.0

役務の提供
資金の貸付
債務の保証
役員の兼任

経営指導料
(注１)

515,400 － －

資金の貸付
(注１)

－

関 係 会 社
短 期 貸 付 金

99,999

関 係 会 社
長 期 貸 付 金

1,030,000

債務保証
(注２)

6,433,409 － －

子会社
エフエスロジス
ティックス㈱

(所有)
直接100.0

役務の提供
資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注１)

－
関係会社
長期貸付金

200,000

子会社
デリカフーズ北
海道㈱

(所有)
間接100.0

資金の貸付
債務の保証
役員の兼任

資金の貸付
(注１)

－
関係会社
長期貸付金

263,000

債務保証
(注２)

60,000 － －

子会社
デリカフーズ長
崎㈱

(所有)
間接100.0

資金の貸付
債務の保証
役員の兼任

資金の貸付
(注１)

－
関係会社
長期貸付金

350,000

債務保証
(注２)

130,164 － －

子会社 楽彩㈱
(所有)

直接100.0
役員の兼任

出資の引受
(注３)

50,000 － －

子会社
㈱青果日和研究
所

(所有)
直接100.0

役員の兼任
増資の引受
(注４)

80,000 － －

（注） １．取引条件については、両者協議の上、決定しております。

２．金融機関からの借入金に対して債務保証をしており、取引金額は期末時点の保証残高であ

ります。

３．新規設立による出資の引き受けであります。

４．同社が行った第三者割当増資を当社が引き受けたものであります。

― 15 ―

2022年05月27日 17時47分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



〔収益認識に関する注記〕

収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。

〔１株当たり情報に関する注記〕

１株当たり純資産額 287円 76銭

１株当たり当期純利益 7円 71銭

〔重要な後発事象に関する注記〕

連結子会社間の吸収合併

連結計算書類「連結注記表〔重要な後発事象に関する注記〕」に記載した内容と同一であります。
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